
様式第二十二号の四（第十条の三関係）

許可年月日

【備考】
令和○○年○○月○○日

（１）　許可に係る建設業者が死亡したため

（２）　法人が合併により消滅したため

（３）　法人が破産手続開始の決定により解散したため

（４）　法人が合併又は破産手続開始の決定以外の事由により解散したため

（５）　許可を受けた建設業を廃止したため

青森土木　株式会社
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下記のとおり、建設業を廃止したので届出をします。

令和○○年○○月○○日

地方整備局長
北海道開発局長

青森県知事 殿 届出者 　　代表取締役　　青森　太郎　　　　　　　　　

青森市長島一丁目１番１号
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一部廃業の場合は、専任技術者証明書（様式第八号（１））又は届出書（様式第二十二号の

三）を同時に提出し、専任技術者の状況も整理すること。

有効な許可日が複数ある場合は最も古いものを

記入する。

今回廃業する業種を上段に、現在許可を受けている全ての許可業種を下段に記入する。

全部廃業（項番５４の区分が「１」）の場合は、上段と下段が一致する。

枠内は記入しない。

廃業等の年月日を記入し、該当す

る番号を○で囲む。

申請者の押印は不要
行政書士による代理申請の場合は、行政書士の押印が必要


